
○下川町奨学金返還支援事業補助金交付要綱 

(目的) 

第1条 この要綱は、若年者の教育費の負担軽減を図るとともに、本町への移住・

定住の促進及び地域産業を担う人材を確保するため、町内事業所等に就職した者

が、大学等を卒業後、在学中に貸与を受けた奨学金の返還に対して補助を行うこ

とに関し、下川町補助金等交付規則(平成6年4月15日規則第19号)に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。  

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。  

(1) 大学等 学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する大学、大学院、短期

大学、高等専門学校及び専修学校をいう。  

(2) 町内事業所等 町内に本社を有する法人又は町内で事業を営む個人事業者

をいう。  

(3) 奨学金 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 独立行政法人日本学生支援機構が貸与した奨学金  

イ 大学等が貸与した奨学金  

ウ 地方公共団体が貸与した奨学金  

エ 公益法人が貸与した奨学金  

オ その他町長が認める奨学金  

(4) Ｕターン者等 下川町内に3年以上居住したことがある者で下川町外から転

入してきた者若しくは下川町内に3年以上居住している者をいう。  

(5) Ｉターン者 下川町外から転入してきたＵターン者等以外の者をいう。  

(補助対象者) 

第3条 補助金の交付対象となる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者と

する。    

(1) 大学等を卒業し、令和6年4月1日以降に町内事業所等に就職若しくは起業

し、継続して2年間就労した者。ただし、国及び地方公共団体の職員を除く。  

(2) 大学等の在学期間に奨学金の貸与を受け、卒業後に奨学金の返還を開始し

ており、かつ滞納していない者。  

(3) 他の奨学金等の返還補助を受けていない者。  

(4) 申請年の1月1日に本町に住民登録があり、現に居住し就労している者。  

(補助対象者の登録等) 

第4条 補助金の交付を受けようとする者は、町内事業所等に就職若しくは起業

後、下川町奨学金返還支援事業補助金補助対象者登録申請書(別記様式第1号)に

次に掲げる書類を添付して、町長に申請し、補助対象者の登録を受けなければな

らない。  

(1) 奨学金の貸与を証する書類の写し  

(2) 住民票の写し又は住民基本台帳閲覧同意書(別記様式第2号)  

(3) Ｕターン者等にあっては、下川町内に3年以上居住したことがあることを証

する書類(住民票の写し、戸籍の附票の写し、下川町内に3年以上居住したこと

を証する第三者証明書(別記様式第3号)等)  

(令和6年5月17日訓令第16号)
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(4) 勤務先を証する書類(就労証明書、雇用通知の写し、雇用契約書の写し等)

又は個人事業者となったことが確認できる書類の写し(開業届等)  

(5) その他町長が必要と認める書類  

2 町長は、前項の規定による登録の申請があったときは、当該申請の内容を審査

の上、登録の可否を決定し、その旨を下川町奨学金返還支援事業補助金補助対象

者登録決定(却下)通知書(別記様式第4号)により、申請者に対して通知するもの

とする。  

3 補助対象者は、登録を受けた内容に変更があったときは、速やかにその内容を

町長に申し出なければならない。  

4 町長は、補助対象者の登録を受けた者が補助対象者に該当しないと認めるとき

は、当該登録を取り消すものとする。  

(補助対象期間) 

第5条 補助の対象となる期間は、町内事業所に就労後2年が経過した日の属する月

から起算して5年以内とする。  

(補助金の額等) 

第6条 補助金の額は、補助金の交付を申請する日の属する年度内に返還すべき奨

学金の額(以下「返還金額」という。)の範囲内で、Ｕターン者等は月額3万円、

Ｉターン者は月額2万円を上限とし、当該補助対象期間の月数を乗じて得た額(そ

の額に1,000円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた額)とする。  

2 交付の申請をする年度において、補助対象期間が1年に満たない場合は、返還金

額を補助対象期間で按分した額を返還金額とみなす。  

3 繰上償還等による奨学金の返還額は、返還金額に含まないものとする。  

(補助金の交付申請) 

第7条 補助金の交付の申請をしようとする補助対象者(以下「申請者」という。)

は、補助金の交付を受けようとする会計年度の2月末日までに下川町奨学金返還

支援事業補助金交付申請書(別記様式第5号)に次に掲げる書類を添付して町長に

提出しなければならない。  

(1) 奨学金の償還を証する書類(当該年度分)の写し  

(2) 就労状況報告書(別記様式第6号)  

(3) その他町長が必要と認める書類  

(補助金の交付決定) 

第8条 町長は、前条の規定による申請があった場合は、当該申請の内容を審査の

上、交付の可否を決定し、その旨を下川町奨学金返還支援事業補助金交付決定

(却下)通知書(別記様式第7号)により、申請者に対して通知するものとする。  

(補助金の交付) 

第9条 町長は、前条に規定する補助金の交付を決定した後、速やかに補助金を交

付するものとする。  

(交付決定の取り消し及び補助金の返還) 

第10条 町長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、期限を指定して補

助金の全部又は一部の返還を求めることができるものとする。  

(1) 補助対象期間内において第3条の各号に規定するいずれかの要件を満たして

いないことが判明したとき。ただし、雇用主の都合による解雇その他やむを得
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ない事情による場合又は要件を満たさない状況が一時的なものであると認められ

る場合はこの限りでない。  

(2) 虚偽の申請その他不正の行為によって補助金の交付を受けたとき。  

(3) その他町長が適当でないと認めたとき。  

2 町長は、前項の規定による交付決定の取り消し及び補助金の返還請求を行う場

合は、下川町奨学金返還支援事業補助金交付決定取消通知書兼返還請求書(別記

様式第8号)により通知するものとする。  

(報告等) 

第11条 町長は、補助金交付対象者に対し、必要な報告を求めることができる。  

(委任) 

第12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。  

附 則  

この訓令は、公布の日から施行する。  

別記様式第1号(第4条関係) 
下川町奨学金返還支援事業補助金補助対象者登録申請書  

[別紙参照] 

別記様式第2号(第4条関係) 
住民基本台帳閲覧同意書  

[別紙参照] 

別記様式第3号(第4条関係) 
下川町内に3年以上居住したことを証する第三者証明書  

[別紙参照] 

別記様式第4号(第4条関係) 
下川町奨学金返還支援事業補助金補助対象者登録決定(却下)通知書  

[別紙参照] 

別記様式第5号(第7条関係) 
下川町奨学金返還支援事業補助金交付申請書  

[別紙参照] 

別記様式第6号(第7条関係) 
就労状況報告書  

[別紙参照] 

別記様式第7号(第8条関係) 
下川町奨学金返還支援事業補助金交付決定（却下）通知書  

[別紙参照] 

別記様式第8号(第10条関係) 
下川町奨学金返還支援事業補助金交付決定取消通知書兼返還請求書  

[別紙参照] 
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